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Masahiro Rachi, Mitsuhiko Kawakami and Masahiro Katagishi 
 
District Planning (DP) has been introduced in a lot of the Land Readjustment Project (LRP) 
Area for upgrading residential environment. This paper studies application situation and 
actual condition of DP in the LRP Areas of the whole country, and also studies comparing two 
LRP Areas in Kanazawa City, where DP was introduced and not introduced, using survey of 
residents’ appraisal. As results of the study, the introduction effect of DP is clarified and some 
proposals for improve application situation and residential conditions in LRP Area are 
described. 
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個人･共同 537 (11.2) 26 (4.3) 4.8
組合 3136 (65.2) 432 (71.8) 13.8
公共団体 937 (19.5) 98 (16.3) 10.5
公団･公社 203 (4.2) 46 (7.6) 22.7





























































59 (29.4) 25 (78.1) 4 (25.0) 88 (35.3)
137 (68.2) 3 (9.4) 4 (25.0) 144 (57.8)
1 (0.5) 3 (9.4) 0 (0.0) 4 (1.6)
4 (2.0) 1 (3.1) 8 (50.0) 22 (8.8)





行政発意 住民発意 その他・無回答 合　計
表-2 主な規制項目と組み合わせ（5） 
用途 敷地 壁面 意匠 垣柵 高さ 容積 建蔽
0 18 (3.0) - - - - - - - - 18 -
1 9 (1.5) ○ 8 (1.3)
2 27 (4.5) ○ ○ 7 (1.2)
3 39 (6.5) ○ ○ ○ 9 (1.5)
4 117 (19.4) ○ ○ ○ ○ 49 (8.1)
5 186 (30.9) ○ ○ ○ ○ ○ 104 (17.3)
6 136 (22.6) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 107 (17.8)
7 48 (8.0) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 (2.0)
8 22 (3.7) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 22 (3.7)





































































































59 (29.4) 4 (12.5) 1 (6.3) 64 (25.7)
48 (23.9) 12 (37.5) 7 (43.8) 67 (26.9)
79 (39.3) 15 (46.9) 6 (37.5) 100 (40.2)
8 (4.0) 1 (3.1) 1 (6.3) 10 (4.0)
7 (3.5) 0 (0.0) 1 (6.3) 8 (3.2)














70 (34.8) 20 (62.5) 6 (37.5) 96 (38.6)
77 (38.3) 0 (0.0) 4 (25.0) 81 (32.5)
3 (1.5) 8 (25.0) 1 (6.3) 12 (4.8)
46 (22.9) 3 (9.4) 1 (6.3) 50 (20.1)
5 (2.5) 1 (3.1) 4 (25.0) 10 (4.0)

































































































































































対象世帯*(A) 配布 回収(B) 拒否等 (B)/(A)
若鈴地区 160 142 135 25 84.4
戸板地区 92 76 68 24 73.9




単身（65才未満） 1 (1.0) 2 (7.7) 3 (2.5)
単身（65才以上） 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
夫婦（65才未満） 5 (5.2) 2 (7.7) 7 (5.7)
夫婦（65才以上） 2 (2.1) 1 (3.8) 3 (2.5)
親子（長子5才以下） 11 (11.5) 2 (7.7) 13 (10.7)
親子（長子6～11才） 12 (12.5) 1 (3.8) 13 (10.7)
親子（長子12～17才） 8 (8.3) 1 (3.8) 9 (7.4)
親子（長子18才以上） 30 (31.3) 14 (53.8) 44 (36.1)
３世代 26 (27.1) 3 (11.5) 29 (23.8)
その他 1 (1.0) 0 (0.0) 1 (0.8)






































































































100未満 0 (0.0) 2 (7.4) 2 (1.7)
100～150 0 (0.0) 4 (14.8) 4 (3.3)
150～200 2 (2.1) 5 (18.5) 7 (5.8)
200～250 31 (33.0) 4 (14.8) 35 (28.9)
250～300 27 (28.7) 5 (18.5) 32 (26.4)
300～350 19 (20.2) 6 (22.2) 25 (20.7)
350以上 15 (16.0) 1 (3.7) 16 (13.2)

































































































住み続けたい 71 (70.3) 9 (28.1) 80 (60.2)
住み続けざるをえない 15 (14.9) 6 (18.8) 21 (15.8)
住み続けたくない 3 (3.0) 2 (6.3) 5 (3.8)
わからない 12 (11.9) 15 (46.9) 27 (20.3)




31 (47.7) 12 (52.2) 43 (48.9)
31 (47.7) 16 (69.6) 47 (53.4)
19 (29.2) 10 (43.5) 29 (33.0)
38 (58.5) 15 (65.2) 53 (60.2)
33 (50.8) 11 (47.8) 44 (50.0)
44 (67.7) 18 (78.3) 62 (70.5)
59 (90.8) 22 (95.7) 81 (92.0)
45 (69.2) 19 (82.6) 64 (72.7)
58 (89.2) 21 (91.3) 79 (89.8)
















行政のみ 6 (6.0) 3 (10.0) 9 (6.9)
行政＋住民 87 (87.0) 19 (63.3) 106 (81.5)
住民のみ 5 (5.0) 1 (3.3) 6 (4.6)
（小計） 98 (98.0) 23 (76.7) 121 (93.1)
2 (2.0) 7 (23.3) 9 (6.9)



























































（平成 12 年、ぎょうせい）、区画整理年報（平成 12 年度版、（財）区
画整理促進機構）のデータを元に集計・分析している。 
（6）371自治体は、｢地区計画の手引き｣（2000年、ぎょうせい）にお
いて、区画整理を動因とする地区計画導入地区を有する自治体である。
また、三大都市圏が49％、地方都市が51％であり、1～20万の中小都
市で全体の66％を占める。 
（7）全国自治体調査は、2002年3月に実施し、郵送配布・回収方式で
行った。回収率は90％であり、内容は、地区計画の適用状況、導入時
の状況、規制内容、運用、役割と今後の展望等からなる。 
（8）金沢市は、1999年1月末現在で組合施行115地区、個人・共同施
行70地区、公共施行7地区を施行・認可している。 
（9）若鈴地区の地区計画は、1991年4月に都市計画決定され、5年後
の1996年4月に一部改定されている。金沢大学の門前街づくりを目指
しており、規制内容は、用途の制限（風俗、倉庫、自動車教習所等を
禁止）、容積率の最高限度（20/10、8/10等）、建蔽率の最高限度（6/10、
5/10 等）、敷地面積の最低限度（200 ㎡）、壁面の位置の制限（道路境
界から3ｍ、2ｍ、隣地境界から1ｍセットバック等）、建築物の高さの
最高限度（20ｍ、15ｍ、12ｍ等）、形態又は意匠の制限（勾配屋根等）、
垣又はさくの構造の制限の 8 項目から構成されており、用途地域の指
定状況に応じて 5 地区（センター地区、サブセンター地区、沿道サー
ビス地区、一般住宅地区、低層住宅地区）に区分されている。 
（10）2001年12月に実施し、各地区における戸建住宅に居住する全世
帯を対象とし、調査票留置方式で行った。調査の内容は、世帯属性、
入居時期、敷地面積、居住環境評価、定住意識、コミュニティ意識、
用途地域及び地区計画の一般的認知状況、地区計画の規制内容に対す
る認知と意識、地区レベルの規制に対する意識等からなる。 
（11）ヒアリング調査の内容は、地区計画の導入経緯、規制内容、運
用実態、今後の展望等である。 
（12）新市街地における区画整理施行地区を対象とした調査であるた
め、ここでの住民とは主に地権者を指す。 
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